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２ 職員団体の状況

○ 国土交通省の職員が結成する職員団体は、国家公務員法で

その結成が禁止されている海上保安庁を除き、６組合である。

職 員 団 体 名 組織人員概数

国土交通労働組合 14,800人
国土交通省職員組合 800人
全北海道開発局労働組合 2,700人
沖縄非現業国家公務員労働組合
気象支部

50人

国総研横須賀職員組合 50人

国土交通省管理職ユニオン 550人

組織人員数 組織率

20,588人 54.2％

５96人 9.8％ 管理職員等で組織する
職員団体に係るもの（外数）

注）組織人員数及び組織率は人事院「平成２３年度年次報告書」による。
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【参考】



職員団体名 回数

国土交通労働組合 27

国土交通省職員組合 10

全北海道開発局労働組合 3

国土交通省管理職ユニオン 11

３ 労使交渉の状況

各職員団体と、国家公務員法に基づき交渉等を実施しているが、
本省における平成２４年度の実績は以下のとおり。

上記以外に、各地方機関ごとに、対応する職員団体と交渉等を行っている。
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